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成人の学習行動
一生活行動との関係について-

浅 井 経 子
（筑波大学大学院）

は じ め に

これまでの成人の学習行動の範囲（学習行動圏）に関する研究では，学習
行動の範囲は性や学習内容によって相違が承られること，また日常の生活行

（１）
動圏と密接な関係があることなどが指摘されてきた。しかし，その場合の日
常の生活行動圏と学習行動圏との関係については，通勤圏と学習行動圏，買
物の行動圏と学習行動圏との間の関係の承に限られており，日常の様々な生
活行動のうちどのような生活行動がどのくらいの力で学習行動に影響を与え
ているかということについては明らかにされてこなかった。そこで本論で
は，学習行動の範囲を規定する要因として日常の生活行動の範囲を取り上
げ，どのような生活行動がどのくらいの規定力をもって学習行動に影響を与
えているかということを解明することにした。
ところで，学習行動圏といってもいろいろな考え方や測定の仕方がある。

例えば，どんな学習場所で学習しているかということもその一つであろう
し，自宅から学習場所の距離や時間でそれを表すこともできる。ここでは，
学習行動の範囲を考えるにあたって，学習場所の所在地（地域）を考えてぷ
た。したがって，学習行動の範囲と比較するということから日常の生活行動
の範囲も，生活行動の場所（地駒から象てゑることにした。
なお，日常の生活行動と学習行動との関係を問題にするにあたって，本論
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（２）

では昭和55年６月に実施した栃木県藤原町調査結果を取り上げ，分析の方法
（３）

として実験計画法を用いた。

１生活行動圏と学習行動圏

まず，藤原町住民の学習行動の範囲と日常の生活行動の範囲を比較して承
ることにしよう･学習行動の範囲についていえば(表１)，学習場所が自宅と
答えた学習者は約35パーセント，住表１学習場所の所在地(N=218)
んでいる地区（字）内が約20パーセ
ント，住んでいる地区（字）以外の
藤原町内が約17パーセントになって
いる。学習場所を藤原町内と藤原町
外とに分けてふると，藤原町内で学
習している者は学習者全体の約４分
の３に達しており，それに対して藤

日 毛 ３ ４
住 ん で い る 地 区 （ 字 ） 内 １ §
生んでいる地区（字）以外の藤 １７京町内
蕊 原 町 外 ２ ３
抗 雪 竜

】０-（

の３に達しており，それに対して藤原町外で学習している者は約４分の１で
ある。藤原町住民の学習行動の範囲は自宅の者もかなり多く，せいぜい出か
けても藤原町内までの者が多数を占めている。
さてそれでは，日常の生活行動の範囲はどうであろうか。表２は藤原町住

民の仕事（生徒・学生の場合は学校）の場所，ふだん着のシャツ，ブラウス，
セーターなどを買いに行く場所，映画,演劇，音楽会，スポーツ見物などの

表２生活行動の範囲 (N=839)

巍筐|蔑謙
C40f茅)’２０９庄争（字硬）の場侃

シャツ，ブラウス，-ターなどの買物‘
所
気晴しの場所
友人牢の場所
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気晴しの場所，この数年間に何回かつぎ合いで訪ねた友人宅で一番遠くの場
( 4 ) （ ５ ）
所を示したものである。
仕事の場所では，藤原町住民の約６割が藤原町内を生産的行動の範囲とし
ている。しかも，その内訳は住んでいる地区（字）内が約４割，住んでいる
地区（字）以外の藤原町内が約２割である。藤原町住民の生産的行動は，多
くの者が自分の家の近所までであり，その範囲は広いとはいえないｏ生産的
行動の範囲を藤原町外までとする者は２割にも満たない。
それに対し，買物といった家政的行動や気晴しといった文化的行動や友人

宅といった社会的行動になると，藤原町内を行動範囲とする者より藤原町外
まで出かける者の方が多くなり，これらの行動範囲はかなり広くなってい
る。
家政的行動については，その範囲が藤原町内と答えた者は約１割であるの

に対し，藤原町外と答えた者は８割を越えている。また，文化的行動につい
ては，気晴しの場所が「ない」と答える者も多いが，藤原町内を行動範囲と
する者はわずかであって，藤原町外まで出かける者が６割以上もいる。社会
的行動についても，藤原町内を行動範囲とする者は約２割で，藤原町外を行
動範囲とする者はやはり６割を越えている。
以上のことから，藤原町住民の生産的行動については，その範囲を藤原町

内とする者が多くを占め，家政的行動，文化的行動，社会的行動になると藤
原町外をそれらの行動範囲とする者が多くを占めていることがわかる。そこ
でこれらの生活行動を藤原町住民の学習行動と比較して承ると，学習行動は
生産的行動にやや類似しているがその他の生活行動とは全く関係がないよう
に思われる。しかし，ここで取り上げた日常の生活行動は，調査対象となっ
た藤原町住民全体の傾向であって，特に学習者の生活行動に限ったものでは
ない。日常の生活行動と学習行動の関係を問題とするならば，学習者の生活
行動にしぼってそれと学習行動の範囲との相関を象なければならないであろ
う。‘
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２学習者の行動

ここで次に，学習者の生活行動の範囲と学習行動の範囲との関係を，それ
ぞれの生活行動別にゑて承ることにする。
仕事の場所別に学習場所の所在地の比率を承ると（表３)，藤原町内で学習
している者は仕事がない者で約86パーセント，藤原町内で仕事をしている者
で約76パーセントとなっており，藤原町外で仕事をしている者になると約５８
パーセントまで減少している。逆に藤原町外まで学習しに出かける者の比率

は，仕事の場所が自宅から遠くなる学習者程増えている。このように生産的
行動の範囲と学習行動の範囲には正の相関が承られ両者に関係があることが

（６）
推測できる。
買物の場所と学習場所との関係の場合は（表４)，両者の間にはっきりした

相関があるとはいえないようである。既に述べたように，買物にといった生
活行動圏と学習行動圏の間には関係があるとこれまでの研究でいわれてき
た。しかし，藤原町調査の場合，表３からでは学習行動はあまり家政的行動

（７）
に関係がないように思われる。
学習者の気晴しの場所については（表５)，気晴しの場所が藤原町内と答え
た者の方が藤原町外と答えた者より藤原町内で学習している者の比率が高く
なっている。また，同様に友人宅の場所別に学習場所をゑても（表６)，友人
宅が藤原町内にある学習者の方が藤原町外にある学習者より藤原町内で学習
している者の比率が高くなっている。したがって，気晴しといった文化的行
動やつぎ合い・友人関係といった社会的行動は学習行動に何らかの相関があ
ると考えられる。
このように日常の生活行動と学習行動とを関係づけてゑると，生産的行動

や文化的行動や社会的行動は学習行動と何らかの関連がありそうに思える。
しかし，家政的行動については，それと学習行動との間に関連があるとはい
えなかった。それは藤原町調査では家政的行動についてのデータに偏りがあ



成人の学習行動261

表４買物の場所別学習場所の所在地
(N=218)

表３仕事の場所別学習場所の所在地
(N=218)

’ ’’ 学習場月 藤原
町外
（％）
０．０
１４．３

０．０

２６．２

藤原
町内

藤原
町内
（％）
100.0
64.3

100.0

７１．１

藤原
町外 買 物

(％）
86.4
75.6

77.1

58.1

(％）
０．９
0.2

20.8

37.2

※
な い
住んでいる地区(字)内
住んでいる地区(字)以※
外の藤原町
藤原町外

な い
住んでいる地区(字)内
住んでいる地区(字)以
外の藤原町
藤原町外

※実数が10以下のもの

表６友人宅の場所別学習場所の所在地
(N=218)

表５気晴しの場所別学習場所の所在地
(N=218)
藤原
町内

当場冊 藤原
町外気晴しの場所

(％）
82.8
85.7

80.0

70.2

(％）
13.8
14.3

20.0

26.5

(％）
84.6
７ＱＣ

な い
住んでいる地区(字)内※
住んでいる地区(字)以
外の藤原町
藤原町外

陸ん̅（

住んマ
外の圃
藤原田

※実数が10以下のもの

ったためとも考えられいま一つはっきりしない。しかもこれらの場合，日常
の生活行動と学習行動との間に相関が承られたとしても，ここではどちらが
どちらを規定しているかわからない。いいかえればヅこの場合生活行動が学
習行動を規定するということは経験的にしか判断できないのである。また，
それぞれの生活行動と学習行動の相関といっても，それぞれに様々な条件が
はいってきているため，一概に比較することはできない。
そこで次に，同一条件の下でどのような生活行動がどのように学習行動を

規定しているのかを解明することにした。

３学習行動を規定する生活行動

日常の生活行動が学習行動を規定しているとすれば，どのような生活行動
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がどのくらいの重承で学習行動を規定しているのだろうか。このことを明ら

（８）
かにするために，ここでは実験計画法を用いて分析を試ゑた。
実験計画法を用いるにあたって，学習行動の規定要因と考えられる生活行

（９）
動について，生産的行動に関しては住んでいる宇内・字外で，家政的行動，
社会的行動，文化的行動に関しては藤原町内・藤原町外で，生活行動の範囲
を２水準で分けた。そしてそれらのそれぞれの生活行動の水準から組承合わ

⑲
せをつくった。またこの場合，学習行動の範囲を住んでいる宇内とする者の
中から，２水準で分けた生活行動の組承合わせに該当する者を抽出し，それ
をサンプルとした。このように操作して，それぞれの生活行動の範囲が住ん
でいる字内から字外に変わるときあるいは藤原町内から藤原町外に変わると
き，住んでいる宇内での学習者がどのくらい減少するかを測定した。そして

⑪
そこから，それぞれの生活行動が学習行動を規定する寄与率を算出した。
表７は学習行動の規定要因として考えた生活行動の規定力（重承）を示し

⑫
たものである。この表から，仕事の場所，友人宅の場所×気晴しの場所，気
晴しの場所などの要因には危険率１パーセント水準の有意差があることがわ
かる。これらの学習行動に対する寄与率はかなり大きく，これらの三要因を
合わせると学習行動を規定する重承全体のおよそ４分の３近くの規定力をも

表７学習行動を規定する生活行動の重み

要因’二乗和|自由度|不偏分散|分散比|寄与率
（％）

34.2

25.7

13.6

７．６

２．０

1.3

15.6

※※
32.361
※※

24.535
※※

13.442
※

７．１９４

２．８１

２．２２７

仕事の場所
友人宅の場所
×気晴しの場所
気晴しの場所
買物の場所
仕事の場所
×友人宅の場所
友人宅の場所
誤 差

691.69

524.41

287.302

153.76

６０．０６３

47.61

192.365

１

１

１

１

１

１

９

691.69

524.41

287.302

153.76

６０．０６３

４７．６１

２１．３７４ -

※※分散分析のＦ検定で危険率１％水準の有意差があるもの。
※同じく５％水準の有意差があるもの。
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つことになる。特に仕事の場所という要因だけでも，規定力全体の３分の１
以上を占めているし，友人宅の場所×気晴しの場所の場合は約４分の１を占
めている。
さらに，買物の場所という要因の場合でも，危険率５パーセント水準の有

意差があり，規定力もかなりあると承られる。前述した生活行動と学習行動
の関係では，学習行動におよそ関連がないと思われた買物の場所が，実験計
画法で分析して承ると比較的高い寄与率を示していることがわかる。また，
逆に学習行動に何らかの関連があると思われた友人宅の場所はそれの承では
学習行動に対してさほど大きな規定力をもっていないことがわかった。
それでは，これらの生活行動の違いが，どのくらい学習行動に変化を与え

ているのだろうか。次に寄与率の高かった生活行動を取り上げ，その生活行
動の範囲の違いで住んでいる宇内の学習者の占める比率がどう変わるかゑて
承ることにする。

図，は仕事の場所別にぷた住んでいる宇内での学習者の比率である。仕事
の場所が住んでいる字内にある学習者では，約７割が住んでいる宇内で学習
している。それに対して仕事の場所が字外にある学習者の場合は，住んでい
る宇内で学習する者の比率は５割弱に減少してしまっている。
また，友人宅の場所×気晴しの場所という交互作用の場合は（図２)，友人

宅，気晴しの場所とも藤原町内にある学習者では約８割が住んでいる宇内で
学習している。しかし，友人宅が藤原町内にあっても気晴しの場所が藤原町
外にある学習者になると，宇内での学習者の比率は５割を大きく割ってしま
う。気晴しの場所×友人宅という条件の中では，これが一番住んでいる宇内
で学習する者が少なくなる組み合わせである。
それでは気晴しの場所という要因だけを取り出した場合はどうであろう

か（図３)o気晴しの場所が藤原町内にある学習者の場合は，住んでいる宇内
での学習者は７割弱であるが，藤原町外になると５割強に減っている。さら
に，買物の場所の場合は（図４)，買物の場所が藤原町内か藤原町外かで住ん
でいる字内での学習者の比率は約１割違ってきている。
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Ｏ学習行動の規定要因
図１仕事の場所別にみた字内での

学習者
図２友人宅の場所×気晴しの場所別

にみた宇内での学習者

％
印

釦.１

の場所
外

59.2
53.9
の場所
内

哨一【
､6０

45.1
4０

2０
仕事の場所仕事の場所
字 内 字 外

艤雪琴リ 友人宅の場所友人宅の場所
町 内 町 外

図３気晴しの場所別にみた宇内で
の学習者

図４買物の場所別にみた字内での
学習者

67.0

、
５２．１

65.0

、
５４．１

％
印

％
印

4０4０

2０2０

気晴しの場所気晴しの場所
町 内 町 外

買物
町内

買物
町外
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これらの傾向から，学習行動の範囲を規定する要因は，主に生産的行動，

社会的行動と文化的行動の交互作用，文化的行動，家政的行動などであると
いえそうである。生産的行動や文化的行動や家政的行動の範囲が狭い場合は
学習行動の範囲も狭くなり，これらの生活行動の範囲が広がれば学習行動の
範囲も広がる傾向がある。
さて，これまで述べてきた日常の生活行動と学習行動との関係はｊ学習行

動全体の中でいえる傾向であった。学習内容別に両者の関係を承ると学習行
動に影響を与える生活行動やその規定力は当然変わってくるであろう。
ちな承に，学習内容別に学習場所の所在地をゑて.も（表８)，学習内容の違

いで学習行動の範囲が変わってくることがわかる。実用的知識・技術に関す
⑬ “

る学習と教養・趣味・スポーツに関する学習別に学習場所の所在地を比較す
ると，実用的知識・技術に関する学習の方が住んでiいる字外での学習者の比
率は高く，逆に教養・趣味・スポーツに関する学習の方が住んでいる宇内で
の学習者の比率は高くなっている。いいかえれば，教養・趣味・スポーツに
関する学習より実用的知識・技術に関する学習の方が学習行動の範囲は広い
といえそうである。 表８学習内容別学習場所の所在地
それでは，教養・趣味・スポーツに

関する学習を取り上げて，その学習行
動の範囲を規定する生活行動について

⑬
検討して承ることにする。
教養・趣味・スポーツに関する学習
行動を規定する要畠として,まず友人宅の場所×気晴しの場所の交互作用,気
晴しの場所，仕事の場所×買物の場所の交互作用があげられる（表９)。これ
らの要因はいずれも危険率１パーセント水準で有意差が承られる。また，住
んでいる宇内でこの領域の学習行動が起こることに対する寄与率はいずれの

要因の場合も全体の４分の１に達し，これらの三つの要因を合わせると全体
の４分の３近くになる。中でも気晴しの場所という要因は，友人宅の場所と
の交互作用でも寄与率は高く，また気晴しの場所の承でも寄与率が高い。し
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たがってこの要因は，教養・趣味・スポーツに関する学習にかなり強い影響
力をもっていると考えられる。

表９教養・趣味・スポーツに関する学習行動を規定する
生活行動の重み

］ｌ目由度｜小偏分散Ｉ分散比｜寄与率

反八毛の場ﾉﾂＴ
×気晴しの場屑
気晴しの場所
仕事の場所
×買物の場所
仕事の場所
買物の場所
×友人宅の場Ｆ
買物の場所
買物の場所
×与曙１-の i昼肩 )７４１Ｉ-Ｃ

※※分散分析のＦ検定で危険率１％水準の有意差があるもの。
※同じく５％水準の有意差があるもの。

次いで，この領域で規定力が強いのは，仕事の場所と買物の場所×友人宅
の場所である。これらの場合は，危険率５パーセント水準で有意差がある。
また，寄与率でいえばいずれも４～５パーセントで，両者を合わせると全体
の約１割を占めている。
ここで，既に述べた学習行動全体の場合の規定要因と教養・趣味・スポー

ツに関する学習行動の場合の規定要因を比べてゑると，友人宅の場所×気晴
しの場所の寄与率はあまり変わらず，両方の学習行動に強い影響力をもって
いる。ところが，気晴しの場所は，学習行動全体の場合よりも教養・趣味・
スポーツに関する学習行動をより強く規定しており，逆に仕事の場所，買物
の場所は学習行動全体の方をより強く規定している。学習行動全体の場合に
は,教養・趣味・スポーツに関する学習の他,職業に関する学習行動や家庭・
日常生活に関する学習行動など実用的知識・技術に関する学習行動が含まれ
ている。したがって，仕事の場所や買物の場所などの生活行動は，実用的知
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識・技術に関する学習行動になるとさらに強く規定力をもつと推測すること
ができる。これらのことから，教養・趣味・スポーツといった文化面に関わ
る学習行動は文化的行動に規定されるところが大きく，学習行動全体になる
と生産的行動や家政的行動などの生活行動により強く規定されていると考え
られる。
さてそれでは，教養・趣味・スポーツに関する学習行動を規定している生

活行動の範囲の違いで住んでいる字内でのこの領域の学習者の比率はどのよ
うに変化するのであろうか。
まず,友人宅の場所×気晴しの場所という交互作用についてふると（図５)，

両者の生活行動が藤原町内にある学習者では６割近くが住んでいる宇内で学
習している。しかし,友人宅の場所が藤原町内にあっても気晴しの場所が藤原
町外にある学習者になると約５パーセントに減少し,５割以上の違いがある。
次に,気晴しの場所の要因を取り上げて承ると（図６),気晴しの場所が藤原

町内にある場合の住んでいる字内での学習者は４割を越え，気晴しの場所が
藤原町外にある場合では２割弱となっている。学習行動全体の規定要因とし
ての気晴しの場所と比べると，気晴しの場所が藤原町内か藤原町外かでゑた
学習者の比率の差は教養･趣味･スポーツに関する学習の場合の方が大きい。
仕事の場所×買物の場所の要因では（図７)，仕事の場所が字内にあり買物
の場所が藤原町内にある学習者で55パーセント近くが住んでいる字内で学習
しているが，買物の場所が藤原町内にあっても仕事の場所が字外になると住
んでいる宇内での学習者の比率は約15パーセントに減少している。両者の間
に４割近い違いが承られる。
また，仕事の場所だけの要因でいえば（図８)，仕事の場所が住んでいる宇

内にあるときとが字外にあるときとでは，宇内での学習者の比率は15パーセ
ント近く変わってきている。さらに，買物の場所×友人宅の場所の違いで

は，買物の場所，友人宅の場所とも藤原町内にあるときと友人宅の場所が藤
原町内，買物の場所が藤原町外にあるときとでは，住んでいる宇内での学習
者の比率に約２割の変化がゑられる。
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○教養・趣味・スポーツに関する学習行動の規定要因
図５友人宅×気晴しの図６気晴しの場所別に図７仕事×買物の場所

場 所 別 に み た 字 内 み た 字 内 の 学 習 者 別 に み た 字 内 の 学
で の 学 習 者 習 者

％
帥

％
印 57.0 54.8

“､４％
“ 所町外

33.5

しの場所
外

３１．９
３１．８．

4０4０

しの場所
内

2０ 2０2０ ２ 15.918.3
買物の場所町内

４．７

友人宅の場所友人宅の場所
町 内 町 外 気晴しの場所気晴しの場所

町 内 町 外
仕事の場所仕事の場所
字 内 字 外

図９買物×友人宅の場所別にみた宇
内の学習者

図８仕事の場所別にみた字内での
学習者

％
伽

％
“ 40.8

38.0 所町外
33.9、

２４．７
2’

釦.８2０ 2０
友人宅の場所町内

買物の場所､買物の場所
町 内 町 外

仕事の場所仕事の場所
字 内 字 外

このようにゑてくると，教養・趣味・スポーツに関する学習行動の範囲を
規定する生活行動は，主に社会的行動と文化的行動の交互作用，文化的行
動，生産的行動と家政的行動の交互作用,生産的行動,家政的行動と社会的行
動の交互作用などである。特に文化的行動が与える影響は強いようである。
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これまで生活行動がどのくらいの力で学習行動を規定しているかを考察し

てきたが，一見生活行動と学習行動の間には関係がないように承えても，実
験計画法を用いて分析すると生活行動は学習行動に何らかの影響を与えてい
ることが明らかになった。しかも，学習行動を規定する生活行動はその学習
行動の学習内容によっても違いがあるようである。学習活動全体の場合は，
その学習行動の範囲を生産的行動や文化的行動や家政的行動が規定してお
り，教養･趣味・スぷ-皇ツに関する学習に限定すると，文化的行動の規定力
がかなり強くなる傾向が承られた。
もちろん，学習行動圏はこれまでにも言われてきたように，学習者の属性

などによっても規定されるであろう。この点についても今後，どのような規
定力が働いているか明らかにしていく必要があると思われる。
なお，ここで取り上げた生活行動と学習行動の関係は，藤原町調査結果を
もとにして分析したものである。したがって，藤原町という一地域の傾向で
あり，一つの事例研究にすぎない。今後はさらに，分析対象を広げて両者の
関係について一般化していく必要があることはいうまでもない。

注
(1)山本恒夫「日本人の学習行動」（辻功・古野有隣編著『日本人の学習』，第一
法規，昭和48年４月,'所収)｡さらにこの他に，学習行動圏の限界や居住地域外へ
の進出に関する研究がある。山本恒夫「社会教育の科学化」（加藤隆勝・山本恒
夫編著『社会教育の科学』，第一法規，昭和54年11月，所収)。
ｃ）栃木県藤原町教育委員会畷原町の町民意識と学習意欲に関する調査」昭和５５
年９月。調査対象は満18～65歳の藤原町住民で，サンプルは住民基本台帳から無
作為二段階等確率抽出法で抽出した。サンプル数は，９９０，有効回収票は839であ
った。したがって，有効回収率は84.8パーセントである。調査方法は留め置き法
を用いた。調査実施期間は昭和55年６月10～20日である。本調査は筑波大学社会
教育研究室が委託を受けたものであり，山本恒夫，水谷修，大友秀明，浅井経子
が担当した。
藤原町住民の学習行動について簡単に述べておくと，学習率は26.0パーセント
（男31.1パーセント，女22.4パーセント）であり，学習者が最も力をいれている
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学習内容は「芸術・芸能・趣味に関する学習」が34.9パーセント，「職業に関す
る学習」が17.4パーセント，「スポーツ」が13.3パーセント，「教養に関する学
習」が12.4パーセント，「家庭・日常生活に関する学習」が11.9パーセントであ
る。主な学習方法を上位５位まであげて承ると，「個人教授」（16.9パーセント），
「グループ・サークル活動」（16.1パーセント），「読書」（14.7パーセント）,｢教
委・公民館などの学級・講座」（11.9パーセント），「テレビ・ラジオ」（11.5パ
ーセント）となっている。主な学習場所で比率の高かったものは，「自宅」（37.5
パーセント），「公的社会教育施設」（17.9パーセント），「知人宅」（11.5パーセ
ント）である。なお，藤原町調査では，学習している内容をすべて記入してもら
い，さらにそのうち最も力を入れている内容一つを選んでもらった。そしてそれ
についての主な学習方法，学習場所，学習場所までの所要時間，学習機会を知っ
た情報源などを一つだけ選んで回答してもらう方法をとった。したがって，本論
で取り上げた学習場所の所在地も，最も力を入れている学習内容についての主な
学習場所一つを選択したものである。
(3)人間を対象とした科学的研究では実験の不可能なことが多いので断面実験の考
え方が採用されることがある。断面実験とは，一度行った調査の中から実験条件
を満たしたサンプルを探し出し，それを分析することである。安田三郎『社会統
計学』（丸善，昭和44年１月）などを参照のこと。
(4)日常の生活行動を考えるにあたって，生活行動を生産的行動，家政的行動，社
会的行動，文化的行動の四つの側面に分けてふた（生活行動については，青井和
夫他『コミュニティ・アプローチの理論と技法』，績文堂，1963年，４６頁を参照
のこと)。そしてそれぞれの生活行動について，具体的な例として「仕事」の場
所，「ふだん着の買物」の場所，「友人宅」の場所，「気晴し」の場所を設定し
た。
(5)表２の日常の生活行動の範囲を示した表は，藤原町住民全体の生活行動の範囲
を表しているものである。したがって，藤原町の学習者に限定したものではな
い。この場合,N=839である。
(6)本文では生産的行動と学習行動の関係をそれぞれの行動範囲の面から承たが，
視点を変えて職業別に学習行動の範囲を承ると表一注一１のようになる。勤めの
者と農林漁業・自営業の者との間では学習行動の範囲に大きな差は承られない。
いずれの場合もおよそ７割の者が藤原町内で学習している。それに対して職業を
もたない主婦（ただし，パート・アルバイトをしている者を含む）になると，職
業人の場合とは明らかに学習行動の範囲に違いが承られる。藤原町内で学習して
いる主婦は85パーセントにも達している。このように学習行動は学習者の職業に
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も関係があるようである。

表一注-１職業別学習場所の所在地
(N=218)

⑦買物の場所と学習場所の所在地の関係については，買物の場所の違いで実数に
偏りがあるためはっきりした傾向が捉えられないということも考えられる。

(8)実験計画法とは，物事に影響していると思われる要因を選び出し，それらの要
因の水準の違いによってその物事がどの程度変動するかということを調べる方法
であり，水準間の差からそれらの要因の重承を測定する方法である。水準間の差
を測定する場合，いくつかの要因の水準の組承合わせをつくり，その組糸合わせ
の中からそれぞれの要因の水準ごとの平均値を算出しその差を測定する。したが
って，組承合わせをつくることから条件をそろえたことになり，同一条件の下で
の要因の重承伽効果）を測定することができる。実験計画法については，田口
玄一「実験計画法（上・下)｣，丸善，昭和37年３月・５月，磯部邦夫『実験計画
法入門（条件の決め方，解析の手順)』，日刊工業新聞社，昭和37年１月・昭和３８
年４月，磯部邦夫『初心者のための直交表の使い方（基礎編)』，日本規格協会，
1963年８月，などを参照のこと。

(9)なお，ここでは学習行動の範囲を規定する主要因として，生産的行動，家政的
行動，社会的行動，文化的行動の範囲を考え，さらにこれらの生活行動二つずつ
を組承合わせた交互作用を考えてゑた。この場合の交互作用とは，例えば，生産
的行動×家政的行動といったように，二つの主要因が関連し合って学習行動に一
定の規定力をもつような要因のことである。

⑩生産的行動に関してのみ住んでいる宇内・字外で水準を分けたのは，サンプル
を抽出するにあたってなるべく水準間の偏りをなくそうとしたためである。な
お，学習行動を字内・字外で分けたのも同様の理由である。

⑪寄与率とは，すべての主要因，交互作用，誤差が生承出す全変動に対する一つ
の要因がもつ純効果の比率である。

⑫仕事の場所×買物の場所，仕事の場所×気晴しの場所，買物の場所×友人宅の
場所，買物の場所×気晴しの場所については有意差がないため誤差の中に含め
た。

職 業 藤原町内 藤原町外

勤 め
農林漁業・自営業
主 婦

(％）８

２

３

●

●

●

９

９

５

６

６

８

(％）25.4
28.2
11.8
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⑬ここでいう実用的知識・技術に関する学習とは，職業に関する学習と家庭・日
常生活に関する学習を合わせたものである。
⑭ここでいう教養・趣味・スポーツに関する学習とは，教養に関する学習と芸術
・芸能・趣味に関する学習と体育・スポーツを合わせたものである。

⑮実用的知識・技術に関する学習については，藤原町の調査では，実験計画法を
用いたときの条件に合うサンプル数が少なかったためここでは省略した。このこ
とについては今後の課題としたい。

⑯友人宅の場所仕事の場所×気晴しの場所，仕事の場所×友人宅の場所などの
要因にはあまり有意差が承られなかったため誤差に含めた。


